
障害児入所施設の概要（基準等）  

○ 福祉型（病院であることを要件としない障害児入所施設）  

施設類型   
対象者   職員配置  設備基準   

知的障害児施設   知的障害のある児童   

自閉症を主たる症状とする児  

第2種自閉症児施設  童であって病院に収容するこ  
医師  

看護師   
児童指導員  

居室  
とを要しないもの   調理室  

保育士  
浴室  

嘱託医  堂・遊戯室  

便所  
盲児（強度の弱視児を含む）   栄養士  

盲児施設  
練室  

医務室  
調理員  業指導に必要な設備  

職業指導員  静養室     楽指導に関する設備  

（職業指導を  堂t遊戯室  

ろうあ児施設   ろうあ児（強度の難聴児を含  
行う場合）  練室  

む）   業指導に必要な設備  

写に関する設備  

病院に収容することを要しな  

い肢体不自由のある児童で  練室  
肢体不自由児療護施設  

あって、家庭における養育が  外訓練場  

困難なもの   
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障害児施設等の概要（基準等）  

○ 医療型（病院であることを要する障害児入所施設）  

施設類型  設備基準  対象者  職員配置   

l  

I  

1  

1  

…観察室  

冨静養室 l  
l  

l  

l  

自閉症を主たる症状とする児  

童であって病院に収容するこ  

とを要するもの  

第1種自閉症児施設  

医療法に規トニニ  医療法に規定  

する病院とし  

て必要  

な職員  

理学療法士又  

は作業療法士  

一  

設備   
…特殊手工芸等の作業を指導  
：するに必要な設備  

訓練室   冨義肢装具を製作する設備（他  

l       ；に適当な施設があるときは設  

肢体不自由児施設  肢体不自由のある児童  
職業指導員  

（職業指導を行  

う場合）  

児童指導員  

浴室  保育士   
■‾■■■■‾‾‾…‖‾‾‾－‾－■‾  

理学療法士又  

は作業療法士  
重度の知的障害及び重度の  

肢体不自由が重複する児童  
重症心身障害児施設  

心理指導を担当  

する職員   
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障害児入所施設の概要（予算）  

〈定員規模別30人 単価 地域加算がない場合）  

施設類型   
予算   予算上の基準   基本単価   

30日利用した場   
∠ゝ  その他   

児童指導員・保育士4．3：1  

施設長、介助員、事務員、嘱託医  
667単位  200，100円  

知的障害児施設   
（2名）、（栄養士、調理員）  （＋57単位）  （217，200円）   

第1種自閉症児施設  児童指導員・保育士 6．7：1   
309単位  

（＋医療費）   
92，700円＋医療費   

児童指導員・保育士4．3：1施  

第2種自閉症児施設  
設長、介助員、事務員、医師、看  

662単位   198，600円   
護師（2名）、嘱託医（2名）、（栄  

養士、調理員）  この一部について、利用者  
が定率負担する。また、調  

606単位  181，800円  
盲児施設  児童指導員t保育士 5：1  

理員等の人件費及び調理  
法律に基づく負担金  （＋57単位）  （198，900円）  具については、原則自己負  
国  1／2   （幼児の場合4：1）  （＋78単位）   （222．300円）   担   

指定都市  ニJt  ロlコ 壬  
（2名）、（栄養士、調理員）  

602単位  180，600円  
児童相談所設置市   

（＋57単位）  
※その他職員加配や障  

ろうあ児施設  ※ろうあ児施設は、嘱託医1名  
（197．700円）  

1／2  
皇程度に応じた加算制度  

（＋78単位）   （221，100円）   あり   

肢体不自由児施設  
児童指導員・保育士10：1  136単位  

（＋医療費）   
40，800円＋医療費   

（少年の場合20：1）  

児童指導員・保育士3．5：1  

肢体不自由児療護施設  施設長、介助員、事務員、看護師  209．700円   
（50人までは3名）、嘱託医、（栄  

養士、調理員）   

重症心身障害児施設  862単位  258，600円   

児童指導員、保育士  （＋医療費）  ＋医療費   

※（）は、小規模加算と幼児加算  32   



障害児施設の施設数及び利用児童数の推移（入所施設）  

H8   H9   HlO Hll H12  H13 H14 H15 H16 H17  H18  

⊂＝：コ盲・ろうあ児施設  

⊂＝＝コ重症心身障害児施設  

－ラ←知的障害児施設入所児童数  

－－」トー肢体不自由児施設入所児童数  

［：：：：：：：：コ知的障害児施設  

⊂＝：コ月支体不自由児施設  

「鉱一入所児童  

一一斗トー盲・ろうあ児施設入所児童数  

＋重症心身障害児施設入所児童数  

33   〈社会福祉施設等調査報告〉  



在所期間の延長措置について  
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乳幼児   学齢期一青年期   加齢児  

（0歳～6歳）   （7歳～17歳）   （18歳以上）   

知的障害児施設   3．2％（311名）   56．8％（5，568名）   40．1％（3，929名）   

自閉症児施設   3．4％（8名）   67．2％（158名）   29．4％（69名）   

盲児施設   5．8％（8名）   81．0％（111名）   13．1％（18名）   

ろうあ児施設   12．1％（20名）   81．2％（134名）   6．7％（11名）   

肢体不自由児施設   31．3％（854名）   59．9％（1，634名）   8．9％（242名）   

肢体不自由児療護施設   9．7％（23名）   43．5％（103名）   46．8％（111名）   

重症心身障害児施設   2．8％（319名）   10．1％（1，131名）   87．1％（9，765名）   

〈社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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障害児施設と障害者支援施設の居室t廊下の基準比較  

居室  廊下幅   

障害児施設  
1室の人数15人以下   1人あたり3．3ポ以上   

（福祉型）  
適用無し   

患者2人以上の場合   廊下幅1．8ポ以上  
1人あたり4．3ポ以上   （両側に居室ある場合は、2．1nて以上）  

障害児施設  （・養病床のみ）  

（医療型）  1室の人数4人以下  
（小児のみ）上記の2／3以上で可。   （療養病床のみ）  

ただし、－の病室の床面積は6．3ポ   廊下幅1．8nて以上  
以下であってはならない。   （両側に居室ある場合は、2．7ポ以上）   

障害者支援施設   1室の人数 4人以下   
廊下幅1．5ポ以上  

1人あたり9．9ポ以上  
（中廊下は、1．8ポ以上）   
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障害児施設と障害者支援施設の設備概要  

設備  特別な配慮   

居室、調理室、浴室、便所、静養室、  
知的障害児施設  

医務室（30人以上）   職業指導に必要な設備  

（児童の年齢、適性等に  

第2種自閉症児施設   
居室、調理室、浴室、便所、静養室、医  応ずる）  

務室   

居室、講堂、遊戯室、調理室、浴室、便  ・階段の傾斜を緩やかにすること  

盲児施設  
所、医務室（30人以上）、静養室（3  訓練室、職業指導に必要な設  
0人以上）  備、音楽に関する設備  ・便所の手すり、特殊表示等身体の機能  

の不自由を助ける設備   

居室、講堂、遊戯室、調理室、浴室、便  

ろうあ児施設  所、医務室（30人以上）、静養室（3  備、映写に関する設備  
0人以上）   

居室、医務室、静養室、調理室、  
・階段の傾斜を緩やかにすること  

肢体不自由児療護施設  浴室、便所   訓練室、屋外訓練場  ・浴室及び便所の手すり等身体の機能の  

不自由を助ける設備を設けること。   

第1種自閉症児施設   医療法に規定する病院として必要な設備、観察室、静養室、訓練室、浴室   

医療法に規定する病院として必要な設備、ギプス室、訓練室、屋外訓練場、講堂、図書室、特殊手  

肢体不自由児施設  エ芸等の作業を指導するに必要な設備、義肢装具を製作する設備（他に適当な施設があるときは  
設けることを要しない）、浴室   

重症心身障害児施設   医療法に規定する病院として必要な設備、観察室、静養室、訓練室、看護師詰所、浴室   
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障害児入所施設の概要（児童福祉最低基準）  

○ 福祉型（病院であることを要件としない障害児入所施設）  

（参考）障害者支援施設   



障害児入所施設の概要（児童福祉最低基準）  

○ 医療型（病院であることを要件とする障害児入所施設）  

※ 第1種自閉症児施設の児童指導員又は保育士の総数は、通じておおむね児童の数を6．7で除して得た数以上  
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の比較  と障害  り用者側かち見た障害児  

【20歳以上の障害児施設と障害者支援施設等利用者の場合】  

根拠条文   利用者負担   支給決定期間   障害程度区分   障害種別   実施主体   

【収入】  

原則本人の収入  

障害児施設   3年以内   、′t■±コ ヽ   土≡巨 l し   、首、罠   

【軽減】  

個別減免  

…ldコJ、、  

【収入】  

障害者  原則本人の収入  生活介護利用者  

支援施設  
（障害程度区分4  

睦豊畳  

3年以内  
以上）  

（生活介護）  
障害種別なし   

自立支援法  
五里拉  

【軽減】  
療養介護利用者  

療養介護  
個別減免  

（障害程度区分5  

以上）  
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児童養護施設等と障害児施設との比較  

障害児施設  

・知的障害児施設や肢体不自由児施設  

に入所している児童の大部分は、社会  
的養護を必要としている児童。知的障  
害児施設の入所理由を見ると、養育能  
力28．1％、離婚等12．4％、虐待t養育  
放棄が11．3％。平成17年度については、  

入所数の30．4％が虐待による入所。  
（平成18年度全国知的障害児・者施設   

実態調査報告書）  

・肢体不自由児施設に入所している児童   

の4％は、被虐待児。  
（「療育施設に入所している被虐待児童について  

の研究・調査」、平成15年度子育て支援基金事  
業）  
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障害児支援に関する現行制度  

サービス分野   根拠法   実施主体   備考  

在宅  

障害者自立支援法   市町村   
障害種別による区  

（居宅介護・児童デイ  別なし  

サービス等）  

適所  障害種別による区  

（知的障害児通園施設・  
別あり  

肢体不自由児施設等）   
都道府県  

（例）  

知的障害児通園施設：知的  

指定都市  
障害  

児童福祉法  
重症心身障害児施設：重度  

入所  の知的障害及び重度の肢  
児童相談所設置市         体不自由が重複等  

（重症心身障害児施設・  

知的障害児施設等）   
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障害児施設などの実施主体  

＜障害者＞  

（障害者自立支援法）  

l  

【支給決定】；  

＜障害児＞   

（児童福祉法）  

【支給決定／措置】  

＜保育所＞＜児童養護施設等＞  
（児童福祉法）  （児童福祉法）  

又は：  
車型亜  

＼   

児童相談所設置壷   

措置  措置  

①
相
談
（
通
告
）
（
※
）
 
 

↑
 
 

①
相
談
（
通
告
）
（
※
）
 
 

↑
 
 

43  ※ 市町村に通告する場合もある。  ※ 市町村に通告する場合もある。  



措置と契約の取扱いについて  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－t‥－－－－－－－－－－－ －－－－－－－－－－－－●■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 「  

原則として障害児施設の利用は契約によることとなるが、児童相談所が下記の事由  

のいずれかに合致すると判断した場合については、児童福祉法第27条第1項第3号  

の措置による利用を行うものとする。（障害児施設給付費等の支給決定について（平成19年障発0322005号）  

・保護者が不在であることが認められ利用契約の締結が困難な場合  

一 保護者が精神疾患等の理由により制限行為能力者又はこれに準ずる状態にある場合  

■ 保護者の虐待蔓により、入所が必要であるにもかかわらず利用契約の締結が困難と認められる場合  
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